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1．はじめに
私たち人類は地球の三大要素である大気，海洋，大
地の自然の恵みを存分に享受しているが，過去自然資
源は無限にあるという意識の下，自由に使用し，有害
物質も含め自由に廃棄してきた。自然は流域機能，汚
染の希釈，土壌保全，気候調節などを提供しており，
人類の活動が自然回復力，汚染浄化能力の範囲内で行
われている限りは，自然資源に重大な影響を及ぼすこ
とはなかった。
特に企業は自然資源を経済的資源として利用して経
済活動（収益獲得活動）を行い，環境負荷を発生させ
てきた。環境負荷が自然の受容能力の範囲内であるう
ちは問題とはならなかったが（図表1，A），産業革命
以降の急激な人口増加ならびにエネルギー使用量の増
加により，環境負荷が不可逆的に蓄積し，重大な環境
問題として発現し，公害問題，地球環境問題，生物多
様性問題，宇宙環境問題と広がりを見せながら顕在化＊専修大学商学部教授
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してきた（図表1，B）。本稿ではこれら環境問題のう
ち地球環境問題の重要課題である地球温暖化問題とは
どういうものか（図表1，C），それに対して世界中お
よび日本ではどのように対応しているのか（図表1，
D）を概観した上で，エネルギー問題への対応手段で
ある再生可能エネルギーの中の太陽光発電を取り上げ
る。特に太陽光発電の会計的問題として，太陽光発電
施設の除去債務について詳細な考察を試みたい（図表
1，E）。
2．地球温暖化問題
1950年代頃から重大な公害問題が発現し社会問題と
なったが，これらは地域的な環境問題であり，原因物
質の排出抑制を法律・条例等の規制的措置として実施
することにより相応の結果が得られ，一定環境水準を
維持することが可能となっている。しかしその後地球
規模に及ぶ環境問題―地球温暖化，オゾン層の破壊，
酸性雨，砂漠化，熱帯雨林の破壊，エネルギー資源・
水資源・天然資源の枯渇等―が顕在化してきた。地球
環境問題は広域的，多面的，かつ複雑なグローバル・
イシューであり，かつての公害問題のように原因と結
果，加害者と被害者を1対1対応できるものではない。
多数の要因が複合的に絡み合い，もはや一国，一セク
ターのみで解決できる問題ではない。その中でも地球
温暖化問題は，全世界が英知を結集して取り組んでい
る重要な課題である。
（1）地球温暖化の現状
産業革命以降の気温上昇は，人間の活動によって排
出された二酸化炭素（CO2）の累積量に比例すると言
われている。図表2は米海洋大気局（U.S.Department
ofCommerce/NationalOceanic&AtmosphericAd-
ministration;NOAA）による，ハワイ・マウナロア観
測所における大気中の CO2濃度を表している。ハワ
イ・マウナロア観測所は人間活動の影響を受けにくい
標高3397メートルに位置し，グラフは1958年3月から
示されている。18世紀後半の産業革命以前の CO2濃度
は約280partspermillion（ppm）であったが，2013年
5月9日に初めて400ppm を超えた。産業革命以降の気
温上昇を2度以内に抑えるためには450ppm までに抑
制することが必須といわれている。
図表3は同様の直近5年間のグラフである。大きく上
下している折れ線は各月の中旬の数値で，上下の振れ
の小さい折れ線は季節要因を平均して調整したもので
ある。2016年7月時点で404.39ppm，最終年の2017年7
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月時点は予測値であるが407.07ppm である。2つのグ
ラフからわかることは，季節要因による高低はあって
も，合理的なトレンドは確実に増加しているというこ
とである。
NOAA は1800年代に統計を取り始めて以来，直近
の2016年の世界の気温が観測史上最も高く，最高気温
を3年連続で更新したと発表した。2016年の世界の陸
地と海洋の気温は，基準としている1981～2010年の30
年平均値をセ氏0.45～0.56度上回った。特に北極は30
年平均値より2度高く，北極の氷が解け海氷面積は衛
星観測が始まって以来の37年間で最小となった。地球
の海面の水位は1993年に比べて約8センチ上昇し最も
高くなった。長期的には温暖化に歯止めがかからず，
各地で気象の変調が顕著になり，台風や豪雨，干ばつ
による被害が深刻化している。さらに温暖化で湖沼の
水温が上昇すると，水中の微生物の活動が活発化し，
各地で水質悪化が進む恐れがある。
日本の気象庁でも1990年～2013年に観測船2隻で
図表2　大気中のCO 2 濃度～ハワイ・マウナロア観測所～
出所：U.S.DepartmentofCommerce/NationalOceanic&Atmos-
phericAdministration/NOAAResearch（2017/09/28）
出所：U.S.DepartmentofCommerce/NationalOceanic&Atmos-
phericAdministration/NOAAResearch（2017/09/28）
図表3　大気中のCO 2 濃度（直近5年間）～ハワイ・マウナロア観測所
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データを収集し，太平洋全域の海面付近の酸性化につ
いて解析した。その結果，太平洋全域で海水に大気中
の CO2が溶け込む海洋の酸性化が進んでいると発表し
た。同庁の観測結果によると，海表の酸性度を示す水
素イオン濃度指数（pH）は弱アルカリ性（pH 約8.1）
であるが，23年間で pH8.108から同8.068に平均約0.04
低下し酸性化している。海洋酸性化は海が大気中の
CO2を吸収する能力を低下させ温暖化を加速させるほ
か，海洋生物が炭酸カルシウムから骨格や殻を作りに
くくし貝類やサンゴの成長や繁殖を妨げる。プランク
トンの小型化や減少にもつながり大型魚の漁獲量が減
る。
サンゴの白化は世界中で確認されている。サンゴは
光合成をする褐虫藻と共生し，栄養を得て生きてい
る。海水温の上昇により褐虫藻が逃げ出してサンゴは
白化し，長期間続くと栄養を摂取できずに死んでしま
う。NOAA は2015年に観測史上で3度目になる地球規
模でのサンゴの白化を確認したと発表した。白化は北
太平洋で始まり，カリブ海やハワイの被害が顕著で，
さらに南太平洋やインド洋に拡散した。米国のサンゴ
礁の95 % が白化の危険にさらされている。死んだサ
ンゴは崩れやすく海岸線がもろくなるほか，魚類の生
息地が減少し漁業資源の減少につながる。日本国内最
大のサンゴ礁である沖縄の石垣島と西表島の間にある
「石西礁湖」では，9割以上のサンゴが白化し，約7割
が死滅するなど深刻な事態が起きている。鹿児島県の
奄美群島から沖縄県の八重山諸島にかけても白化現象
が大規模に発生している。オーストラリアにある世界
最大のサンゴ礁グレートバリアリーフでも大規模な白
化現象が起き，被害が過去最大になっている。
（2）IPCC報告書
地球温暖化問題に対して，世界中の科学者が英知を
結集して研究を進めている。国連機関である世界気象
機関（WorldMeteorologicalOrganization;WMO）と
国連環境計画（UnitedNationsEnvironmentPro-
gramme;UNEP）は，1988年に「国連の気候変動に関
する政府間パネル（IntergovernmentalPanelonCli-
mateChange; IPCC）」を設立した。事務局をスイス
のジュネーブに置き，195カ国が参加する政府機関
で，各国から推薦された科学者が役割を分担し，温暖
化に関する最新の論文や研究データを集め報告書を作
成している。最高決議機関の総会の下に3つの作業部
会があり，第1作業部会では温暖化の科学的根拠を示
し，第2作業部会では温暖化の影響と被害を軽減する
「適応策」をまとめ，第3作業部会では温暖化抑制のた
めの「緩和策」を評価する。
図表4は IPCC の歴史的歩みである。1990年から現
在までに5回報告書を公表してきた。直近では2014年
に第5次評価報告書を公表し，今世紀末にかけて地球
規模で起きる影響の深刻さや，防止策の難しさを世界
に向けて訴えている。第5次報告書では800人以上の科
図表4　IPCCの歴史的歩み
1988年 世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）が共同で設立
90年 第1次評価報告書を公表
95年 第2次評価報告書を公表
2001年 第3次評価報告書を公表
07年 第4次評価報告書を公表
IPPCと米ゴア元副大統領にノーベル平和賞
09年 研究者のデータ操作を疑わせるメールが流出した「クライメート・ゲート事件」が発覚
13年 第5次評価報告書の第1作業部会報告書を公表（9月，スウェーデン・ストックホルム）
14年 第5次評価報告書の第2作業部会報告書を公表（3月，横浜）
第5次評価報告書の第3作業部会報告書を公表（4月，ドイツ・ベルリン）
第5次評価報告書を公表（10月，デンマーク・コペンハーゲン）
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学者らが無報酬のボランティアで関わり，3万以上の
最新の科学論文などを検証し，最も確からしい結論を
導き報告書にまとめた。第5次報告書の主なポイント
は，第1次作業部会では「人間活動が温暖化を引き起
こした確率は95％以上」とし，第2作業部会では「今
世紀末までに1度上昇すると，極端な異常気象が増
え，2度で食糧が減少，3度で生物の多様性が失われ
る」とし，第3作業部会では「産業革命前に比べ気温
上昇を2度未満にするには，2050年までに温室効果ガ
ス（GreenhouseGases;GHG）1）を2010年比40～70％
削減しなければならない」としている。
（3）国際的取組
一方，2017年に入って国際エネルギー機関（Interna-
tionalEnergyAgency; IEA）より，世界経済の成長に
対して CO2排出量の増加が緩やかになっているという
データも出ている。これは世界的に，石炭・石油など
CO2排出量の多い燃料から天然ガスや再生可能エネル
ギーへの転換，燃費の良い車の普及などが進んでいる
ためと考えられる。このような地球温暖化問題への対
応は新興国も含めた世界共通の課題であり，地球全体
で取り組まなければ効果は期待できない。そこで次
に，地球温暖化問題に対する国際的取組についてみて
いく。
図表5は，環境問題に対する国際的取組を示したも
のである。1960年代頃から国際的に自然環境の悪化が
問題視され始め，1972年に環境に関する最初の国際会
議である「国連人間環境会議」がスェーデンのストッ
クホルムで開催された。しかしここでは各国の思惑に
ばらつきがあり，先進国の環境汚染問題等の公害を優
先的に取り扱うべきという主張に対して，途上国は貧
困から生ずる諸問題，特に人間の居住問題が最大の環
境問題であり，これを最優先課題とすべきであると主
張した。これらを総合して「人間環境宣言」が行わ
れ，その前文で「人間環境の保全と向上に関し，世界
の人々を励まし，導くための共通の見解と原則」と
謳った。自然資源と人工資源の両立が福祉・基本的人
権・生存権の享受のために不可欠であり，環境保護と
改善が全ての政府の義務であるとした上で，「共通の
信念」として，自然資源の保護，再生可能資源を生み
出す地球の能力の維持と回復・向上，野生生物とその
生息地の保護，有害物質の排出等の停止，海洋保全の
徹底，生活条件の向上，途上国の環境保護支援，都市
計画上の配慮，環境教育，環境技術の研究と開発など
を列挙している。
このとき設立された「国連環境計画」管理理事会特
別会合が，10年後の1982年にナイロビで開催された。
この会議で高い見地から環境問題について提言を行う
委員会を設けることが提案され，1984年に「環境と開
発に関する世界委員会（WorldCommissiononEnvi-
ronmentandDevelopment;WCED）」（通称，ブルン
トラント委員会）が発足した。1987年にその報告書
Our Common Future（我ら共有の未来）が公表され，
その中で「持続可能な開発（SustainableDevelop-
ment）」という概念が提唱された。1989年頃から先進
国サミットにおいても環境問題が有力な議題として取
り上げられ議論されるようになった。このまま自然環
境の破壊が進んでいけば，人類の生存を脅かすという
危機感が広まっていった。
こうした背景の下，1992年にブラジルのリオ・デ・
ジャネイロで「環境と開発に関する国際連合会議
（UnitedNationsConferenceonEnvironmentandDe-
velopment;UNCED）」（通称，リオサミット，地球サ
ミット）が開催され，「持続可能な開発」という概念
を世界が目指すべき目標として採択した。「持続可能
な開発」とは，「将来の世代が自らの欲求を充足する
能力を損なうことなく，今日の世代の欲求を満たすこ
とができるような開発」と定義される。つまり現在の
自然環境を将来世代に享受すべく環境を維持した上で
発展していくことが求められる。地球温暖化やオゾン
層の破壊，自然破壊，野生生物の危機，廃棄物問題な
どの環境問題は，南北問題や人口増加，労働問題，都
市化などの社会経済問題と密接に関連している。こう
した認識に基づき，各国・各セクターが共通の場で議
論し，環境保全と持続可能な開発に世界全体で取り組
んでいくための方向性と具体的な手法を提示すること
が確認され，「環境と開発に関するリオ・デ・ジャネ
イロ宣言」（リオ宣言），「持続可能な開発のための人
類の行動計画」（アジェンダ21）を政府合意として採
択し，「気候変動枠組条約」「生物多様性条約」が採択
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図表5　環境問題に対する国際的取組
国際連合会議 世界の状況
□1972　国連人間環境会議（UnitedNationsConferenceon theHu-
manEnvironment）スウェーデン，ストックホルム（ストックホル
ム会議）114カ国参加
＊キャッチフレーズ「かけがえのない地球（OnlyOneEarth）」
　「人間環境宣言」
　「環境国際行動計画」
・1974　世界人口会議（ブカレスト）・世界食糧会議（ローマ）
・1977　国連水会議（マルデルプラータ）・国連砂漠化防止会議（ナ
イロビ）
・1979　世界気候会議
・1972　国連環境計画（UnitedNationsEnvironmentProgramme;
UNEP）設立
・1978　ラブキャナル事件
・砂漠化・干ばつによる環境難民
・1980　米大統領調査「西暦2000年の地球」
・CO2濃度の上昇
□1982　国連環境計画（UNEP）管理理事会特別会合　ケニア，ナイ
ロビ（ナイロビ会議）
　「ナイロビ宣言」
　「1982年の環境：回顧と展望」
　（リオ会議への布石となる）
・1983　OECD「環境アセスメント開発援助」
・1983　酸性雨問題浮上
・1984　｢環境と開発に関する世界委員会（WorldCommissionon
EnvironmentandDevelopment:WCED）」（ブルントラント委員会）
発足　1987Report：Our Common Future（我ら共有の未来）Sus-
tainableDevelopment
・1986　オゾン層の破壊確認
・1986　チェルノブイリ事故発生
・1988　IPCC（気候変動政府間パネル）設立
・1989　廃棄物に関する UNEPバーゼル条約
・1989　アラスカ沖原油流出事故「バルディーズ原則」→1992「セ
リーズ原則」に改称）
□1992　環境と開発に関する国際連合会議（UnitedNationsConfer-
enceonEnvironmentandDevelopment:UNCED）ブラジル，リオ
･ デ ･ ジャネイロ（リオサミット，地球サミット）
　「リオ宣言」
　「アジェンダ21」
　「森林原則声明」
　「気候変動枠組条約」
　「生物多様性条約」
・2000　ミレニアム・サミット（ニューヨーク）
　「ミレニアム開発目標（MDGs）」
・地球温暖化問題浮上
・気候変動枠組条約締約国会議（Conferenceof theParties to the
UnitedNationsFrameworkConventiononClimateChanges）
COP1：ベルリン（1995ドイツ）
COP2：ジュネーブ（1996スイス）
COP3：京都（1997日本）
　　　「京都議定書」
COP4：ブエノスアイレス（1998アルゼンチン）
COP5：ボン（1999ドイツ）
COP6：ハーグ（2000オランダ）
COP6Part2：ボン（2001ドイツ）
COP7：マラケシュ（2001モロッコ）
□2002　持続可能な開発に関する世界首脳会議（WorldSummiton
SustainableDevelopment:WSSD）南アフリカ共和国，ヨハネスブ
ルグ（ヨハネスブルグ・サミット）
　「持続可能な開発に関するヨハネスブルグ宣言」
COP8：ニューデリー（2002インド）
COP9：ミラノ（2003イタリア）
COP10：ブエノスアイレス（2004アルゼンチン）
COP11：モントリオール（2005カナダ）
COP12：ナイロビ（2006ケニア）
COP13：バリ（2007インドネシア）
COP14：ワルシャワ（2008ポーランド）
COP15：コペンハーゲン（2009デンマーク）
・2010　メキシコ湾　英 BP社石油掘削装置の爆発事故
※生物多様性条約締約国会議
※ COP10：名古屋（2010日本）
COP16：メキシコ（2010カンクン）
・2011（東日本大震災）福島第一原子力発電所事故
COP17：南アフリカ（2011ダーバン）
□2012年6月　持続可能な開発のための世界会議（Rio ＋20）ブラジ
ル，リオ・デ・ジャネイロ
　「我らが望む未来（Thefuturewewant）」
　国連持続可能な開発サミット（ニューヨーク）
　「持続可能な開発目標（SDGs）」
COP18：ドーハ（2012カタール）
COP19：ワルシャワ（2013ポーランド）
COP20：リマ（2014ペルー）
COP21：パリ（2015フランス）
　　　　「パリ協定」
COP22：マラケシュ（2016モロッコ）
COP23：ボン（2017ドイツ）11月予定
COP24：カトビツェ（2018ポーランド）12月予定
（COP23,24…パリ協定のルールを交渉）
※ COP14：（2018エジプト）予定
・2020　パリ協定開始予定
・2021　トランプ米大統領の任期
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された。これを受け，「気候変動枠組条約締約国会議
（Conferenceof theParties to theUnitedNations
FrameworkConventiononClimateChanges;COP）」
が1995年（ベルリン）から毎年開催され，1997年
COP3（京都）では京都議定書を採択し，2008年から
2012年までの先進国の GHG 排出量の削減目標値を設
定した。
その後2002年に南アフリカ共和国のヨハネスブルグ
で開催された「持続可能な開発に関する世界首脳会議
（WorldSummitonSustainableDevelopment;WSSD）」
（通称，ヨハネスブルグ・サミット）において「持続
可能な開発に関するヨハネスブルグ宣言」が行われ，
さらに1992年のリオサミットから20年後の2012年に，
再びブラジルのリオでそれまでで最大級の「リオ＋
20」が開催された。「リオ＋20」では持続可能な開
発，すなわち豊かさと福祉，環境保護を全面的に統合
する開発の実現に向けてアイデアを出し合い，解決策
を作り上げ，193カ国が全会一致で採択した経済的・
環境的・社会的福祉の基盤となる成果文書を定めた。
このようにグローバルな環境問題に対して国際的に
取り組み，世界会議において持続可能な開発が提唱・
採択・宣言されてきた。この持続可能な開発を実行し
ていく上での重要な条件として，エネルギーおよび原
料の効率化がある。産業革命以降の大量生産は多くの
エネルギー・原料を使用し，それと引き換えに多くの
財・雇用・所得を生んだ。しかしエネルギー生産の拡
大に伴い，自然資源の酷使，地球環境の悪化をもたら
した。そして近年，持続可能な開発という理念の下で
社会経済システムの変革が求められ，資源浪費型経済
から効率的経済へと大きく変化してきた。大量のエネ
ルギーおよび原料の投入に替わり，情報や知識といっ
たインタンジブルズを活用することによって，より多
くの財・雇用・所得を生むような効率的経済が追求さ
れている。
2000年にニューヨークで開催された「ミレニアム・
サミット」で採択した国連ミレニアム宣言を元に「ミ
レニアム開発目標（MillenniumDevelopmentGoals:
MDGs）」がまとめられ，極度の貧困と飢餓の撲滅な
ど2015年までに達成すべき8つの目標を掲げた。その
結果，1日に1.25ドル未満で暮らす人々の割合を1990
年比で3分の1に減らし，途上国における栄養状態が悪
い人の割合を半減させるなど大きな成果を上げた。一
方で CO2の排出増加や森林，水産資源の減少などの課
題も残った。開発アジェンダの節目の2015年に再び
ニューヨークで「国連持続可能な開発サミット」が開
催され，こうした環境側面を大幅に取り入れ，後継目
標の「持続可能な開発目標（SustainableDevelopment
Goals:SDGs）」を中核とする「我々の世界を変革す
る：持続可能な開発のための2030アジェンダ」を採択
した。SDGs では経済成長，気候変動対策や再生可能
エネルギーの普及，貧困の解消など17の目標を掲げ，
これまでは別々に取り組むことが多かった経済・環
境・社会の課題を同時に進めることを目指し，193す
べての国連加盟国が合意した。掲げられた目標に達成
義務や罰則はないが，国連が各国の統計局からデータ
を集めて目標の達成状況を公表する仕組みになってい
る。どこの国が真剣に取り組み成果を残しているかが
わかるので，次項「パリ協定（ParisAgreement）」と
同様に，取り組みが遅れている国は国内の有識者や
NGO，外国の政府などから批判を浴びる可能性があ
る。
日本国内でも，2016年5月に内閣総理大臣を本部
長，全閣僚を本部員とする SDGs推進本部が立ち上が
り，同年12月に SDGs 実施指針を策定した。環境省
は，SDGs を平成29年版環境白書の第1部第1章に丸ご
と採り上げ，2017年度の第5次環境基本計画でも採り
上げている。
（4）パリ協定
1997年 COP3（京都）において採択された京都議定
書は，2001年に米国が離脱したが，2005年に発効し
2008年から2012年における先進国による GHG 排出削
減が開始した。この間日本では2011年に東日本大震災
が起こり，福島第1原子力発電所の事故が発生した。
その後2012年以降の枠組として，京都議定書の8年延
長を決定したが，日本は参加国の排出割合の低さを指
摘して不参加とした（図表6参照）。
2015年 COP21（パリ）で，2020年以降の新枠組み
であるパリ協定を採択した。採択から1年も経たない
2016年10月に発効条件（最低55カ国，世界の排出量の
22
55％以上の国が批准）を満たし，30日後の同年11月に
発効した。パリ協定では IPCC の報告書などを基に，
地球の平均気温の上昇を2℃より十分下方に抑えると
ともに，1.5℃に抑えることを努力目標とし，そのた
めに今世紀後半に人為的な GHG 排出と吸収源による
除去量との均衡（世界全体でのカーボンニュートラ
ル）を達成する「脱炭素社会」を目指している。歴史
上はじめて先進国と途上国の区別なく GHG 削減に向
けて自国の目標を提出し，目標達成に向けた取り組み
を実施することを規定し，公平かつ実効的な枠組みと
した。すべての国に GHG 削減目標の提出と国内対策
に取り組む義務を課すが，達成の義務化は見送る。対
策の進捗を2023年から5年ごとに検証し，削減目標は5
年ごとに見直す。同時に世界全体でも被害軽減策の目
標を定め，先進国に資金支援の拠出を義務付ける。図
表7に京都議定書とパリ協定との相違を示し，図表8に
パリ協定における主な国・地域の GHG 削減目標を示
した。2018年までに全ての参加国が具体的な実施ルー
ルを作成する。
2017年6月1日に，米国トランプ政権がパリ協定離脱
を表明したが2），同年7月にドイツ・ハンブルグで米
国離脱表明後初の大規模な国際会議である20カ国・地
域（G20）首脳会議が開催され，主要国はパリ協定を
継続して推進する決意を示した。再生可能エネルギー
の普及を急ぐドイツやカナダを含め，各国の念頭には
「産業革命前からの気温上昇を2度未満にする」との協
定に盛られた目標がある。このカギとなるのが2050年
を目処とする長期の削減戦略であり（図表9参照），各
国は削減対応が経済成長につながると考えている。経
済協力開発機構（OrganizationforEconomicCo-oper-
図表6　京都議定書の概要
京都議定書（第1約束期間） 京都議定書（第2約束期間）
期　間 2008～2012 2013～2020
目標を持つ国・地域
日本，EU，ロシアなど
（米国は離脱）
EU，ノルウェー，スイスなど
（日本は離脱）
目標を持つ国の世界全体の排
出量に占める割合
約25％ 約15％
図表7　京都議定書とパリ協定との相違
京都議定書 パリ協定
1997 採択年 2015
先進国38カ国・地域 対象国 途上国も含む197カ国・地域
大気中の GHG 濃度を安定化させる（先進
国は2008年から2012年の間に1990年比で約
5％削減）
目的
産業革命前からの気温上昇を2度未満に抑
え，1.5度未満にするよう努力する
なし 長期目標
今世紀後半に GHG 排出量を実質ゼロにす
る
日本6％，米国7％，EU8％など。途上国に
は削減義務なし
（ただし米国は離脱）
各国の削減目標
全ての国に削減目標の提出，国内対策への
取組を義務化。5年ごとに更新。達成は義
務付けない
（主要国の削減目標を図表8に掲載）
目標未達なら罰則 目標の達成義務 なし
先進国に拠出義務があると規定 途上国支援
先進国に資金拠出を義務づける（先進国は
2020年以降1000億ドルを下限に拠出するこ
とに合意）。途上国には自主的な拠出を求
める
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ationandDevelopment;OECD）は，G20が温暖化防
止に取り組むと2050年時点で経済成長を5 % 押し上げ
ると試算している。
（5）日本の取組～エネルギー問題・再生可能エネル
ギーの可能性～
日本政府は，2030年の GHG 排出量を2013年比で
26 % 削減するという目標を掲げ，これを達成するた
めにエネルギーの長期需給見通しを作成した（図表10
参照）。これに基づく2013年度比2030年度の各電源の
構成（エネルギーのベストミックス）は，原子力
1 % →20～22 %，石炭火力30 % →26 %，LNG 火力
43 % → 27 %，石油火力 15 % → 3 %（火力発電
88 % →56 %），再生可能エネルギー11 % →22～24 %
となっている。2013年度の火力発電の比率は88.33 %
と2年連続で過去最高であったが，この比率を5割近く
まで低下させる計画である。それと同時に，原発依存
度を低下しつつも重要なベースロード電源とし，再生
可能エネルギーの導入を最大限加速させる。
国内の2013年度時点の水力を除いた主な再生可能エ
ネルギーの発電量の内訳は，太陽光56.2 %，風力
21.5 %，バイオマス18.0 %，地熱4.2 %（含誤差）であ
り，太陽光が6割近くとなっている。政府の基本計画
では，2030年時点の再生可能エネルギー比率26 % の
うち，太陽光7 %，風力1.7 %，バイオマス4 %，地熱
1 % としており，天候に左右される太陽光，風力で約
9 %，安定供給が見込まれるバイオマス，地熱，およ
び水力で約15 % を目標としている。現在の太陽光偏
重を解消することが再生可能エネルギー普及拡大の課
題である。主な再生可能エネルギーの特徴を示したも
のが図表11である。
3．太陽光発電
太陽光発電は再生可能な太陽エネルギーの利用方法
の1つであり，太陽光を電池として直接的に電力に変
換する発電方式である。太陽光発電の社会的長所は，
1）エネルギー自給率を向上させる，2）稼働に化石燃
料を必要とせずエネルギー安全保障上有利である，3）
発電時に GHG を排出せず，設備製造等での排出も比
較的少ない，等が挙げられる。逆に短所は，1）発電
電力量当たりのコストが他の発電方法より割高であ
る，2）夜間は発電せず，昼間も天候等による発電量
の変動が大きい，3）影，汚れ，火山灰・降雪等で太
陽光を遮蔽されると出力が落ちる，等が挙げられる。
図表9　先進主要国による2050年の目標
日本 80％減（基準年は未定）
米国（オバマ政権） 80％減（2005年比）
カナダ 80％減（2005年比）
ドイツ 80～95％減（1990年比）
フランス 75％減（1990年比）
図表8　パリ協定における主要国・地域の温暖化ガス削減目標
欧州連合（EU） 2030年に1990年比で少なくとも40％減
米国 2025年に2005年比26～28％減→2017年6月に離脱を表明
日本 2030年に2013年比26％減
中国
2030年に GDP当たり2005年比60～65％減
（2030年ごろをピークに減少）
インド 2030年に GDP当たり2005年比33～35％減
ロシア 2030年に1990年比25～30％減
※中国は CO2の排出量
図表10　新エネルギー基本計画作成における重点事項
・将来の原発新増設，建て替えの必要性の明記を検討
・原子力，地熱，石炭を「重要なベースロード電源」とする
・再生可能エネルギー導入を加速する
・パリ協定を踏まえ温暖化ガス削減に注力する
・核燃料サイクルを引き続き推進する
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（1）歴史的経緯と市場動向
太陽光発電は開発当初は極めて高価で宇宙開発等の
用途に限定されていたが，各国で普及政策が進めら
れ，年間数十 GW 単位で導入されるようになった。
発電コストの低減とともに市場規模は指数関数的に拡
大してきた。
1970年代のオイルショック以降，日本政府は太陽光
発電に税金を投じ，サンシャイン計画，ムーンライト
計画，ニューサンシャイン計画，サンライズ計画3）と
次々に推進し，欧米がバブルとなる2000年代まで生産
量・導入量ともに世界一位でヨーロッパ全体よりも多
かった。しかし2005年に新エネルギー財団（NEF）
による助成が終了して国内市場は縮小し，欧州諸国が
太陽光発電に補助金を投入し始め，太陽光発電の製
造・開発の地位は欧州に移った。
欧州の太陽光発電関連の産官学で形成するソーラー
パワー・ヨーロッパは，2016年の世界の太陽光発電の
新規導入量が前年比49.6 % 増の7660万キロワットと2
年連続で過去最高を更新したと発表した。2016年の国
別の新規導入量は，1位が中国の3450万キロワット
（128 % 増），2位が米国の1480万キロワット（97 %
増），3位が日本の860万キロワット（22 % 減）で，4
位には125 % 増のインドが浮上した。太陽光発電の中
心市場は欧州からアジアに移行している。また2016年
末の世界の累積導入量は3億650万キロワットで，10年
で46倍になった。2016年の累積導入量シェア1位は中
国25.3 %，2位は日本14.0 %，3位は米国13.8 %，4位は
ドイツ13.4 % である。
（2）設置場所
太陽光発電設備の設置場所の制約は少なく，人工衛
星から腕時計からまで様々な場所で用いられている。
現在エネルギーとして使用されている太陽光パネル
は，地上で太陽光を十分に受けられ，パネル重量に耐
えられる場所であれば，屋根や壁など様々な場所に設
置可能である。パネルの軽量化が進み，耐荷重の制約
を減らした製品が開発されている。ただしメガソー
ラーの開発に伴う山林伐採や災害時の太陽光パネルの
大規模な破損事故なども起きている。山梨県では「や
まなしエネルギー地産地消推進戦略」としてソーラー
の開発を進めてきたが，山林伐採による景観の低下や
防災への影響を懸念する声があがり見直しを検討して
いる。また宮崎県では大雨で河川が氾濫し，設置して
あった太陽光パネルが大破した。
宇宙で太陽光発電を行う宇宙太陽光発電（Space-
basedsolarpower;SBSP）構想もあり，日本，アメリ
カ，欧州等で研究が進められている。これは地上3万6
千キロメートルの静止軌道上に太陽光発電用の人工衛
星を打ち上げ，巨大な太陽光パネルを浮かべて宇宙空
間で太陽光発電を行い，発電した電気をマイクロ波ま
たはレーザー光に変換して無線で地球上に送るもので
ある。地上のアンテナで受けた電波を再び電気に変換
して利用する。宇宙空間の太陽光は大気に遮られる地
上より強力で，大気圏外では地球上の天候（雲）や季
種類
太陽光
風力（陸上）
バイオマス
地熱
長所 短所
1100
1800
7000
7000
変動
変動
安定
安定
1kW あたりの
年間発電電力量
（kWh）
出力の
安定性
スペースがあれば設置
可能
大規模開発ができれば
経済性で優位
資源の有効利用や地域
活性化に貢献
運転コストが安く出力
も安定
発電コストが高い。出
力が不安定
陸上では適地が限られ
る。出力が不安定
燃料費の安定調達が課
題
開発に時間や費用がか
かる
図表11　主な再生可能エネルギーの特徴
（注）バイオマスの出力は燃料確保の状況などに依存する
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節に左右されない。また CO2を排出しないため温暖化
対策にも役立つ。
現在日本では産官学の取り組みが進められており，
経済産業省は2030年代後半に宇宙空間での送電実験を
開始し，2040年代以降の実用化を目指している。宇宙
太陽光発電の機器類はロケットで宇宙に運ぶが，今の
技術のままでは各機器が重く，原子力発電所や火力発
電所並みの発電能力を持つ太陽光パネルを宇宙に浮か
べるための打ち上げコストは1兆～2兆円と見積もられ
ている。送電装置を現在の4分の1まで軽量化し，かつ
地上のアンテナまで正確に届ける必要がある。また無
線送電の技術は離島や山中への電力供給手法としても
期待されており実用化を急いでいる。電気自動車に
ケーブルを使わずに充電することも可能で，次世代イ
ンフラの基盤技術としても期待されている。
近年では植物工場や営農発電にも太陽光発電が使用
されている。植物工場とは光や温湿度を管理して野菜
を栽培する屋内施設で，太陽光を利用することにより
光熱費の抑制になる。営農発電とは耕作放棄地で農家
が農業をしながら太陽光発電をするもので，電力会社
に売電して収入を得る。太陽光発電は後述する国の買
取価格の引き下げの影響で新設が減ってきているが，
宇宙太陽光発電や農業と組み合わせる手法による新規
の開発・参入が期待される。
（3）発電コスト
開発当初は高価で用途も人工衛星等に限られていた
が，価格の低下とともに地球上全体に拡大した。太陽
光発電のコストは設備導入費用が大半を占め，その内
訳は，太陽電池モジュール（パネル）の製造費が2割
程度で，それ以外の工事・流通・周辺機器の割合が大
きい。発電電力量当たりのコストは他の発電方法より
も現時点では割高で普及促進に助成が必要であるが，
運転中の燃料費は不要で保守管理費用も比較的小さ
い。特に昼間の需要ピーク時のコストは低い。途上国
など送電網が未整備な場所や，山地，離島，砂漠，宇
宙等では，現段階でも他の発電方法と比較して安価な
電源として利用されている。条件の良い地域では発電
効率が上がり，中長期的にはコストが安い発電方法の
一つになると予測される。
日本国内では，2002年時点の発電コストは約50円 /
kWh であったが，2007年時点で30円 /kWh 前後と
なった。その後，結晶シリコン，薄膜シリコン，CIS
系4）などの量産体制の確立と性能の向上により，2010
年には23円 /kWh まで下がった。さらに国立研究開
発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（New
Energyand IndustrialTechnologyDevelopmentOr-
ganization:NEDO）では，今後超薄型，多接合化・ヘ
テロ接合化などによる高性能化により2020年には14円
/kWh まで下がり，技術の世代交代による高性能，低
コスト化が実現するとみている。その後も新材料投入
など高性能化に向けた技術革新が進み，2030年には7
円 /kWh，2050年には7円 /kWh 以下となり，新しい
原理・構造による超効率（40 %）太陽電池の可能性
を示している（図表12参照）。
（4）太陽光発電の環境性能
太陽光発電の特徴は，再生可能エネルギーであると
同時に，稼働時に GHG を排出しないことにある。太
陽光発電も他の発電方式と同様にモジュールやパワー
コンディショナーなどの設備の生産時には GHG 排出
を伴うが，稼動時は燃料を必要とせず GHG およびそ
の他の有害物質を含むガスを排出しない。メンテナン
スや廃棄時の投入エネルギー量や GHG 排出量も比較
的少ない。したがって太陽光発電の発電電力量当たり
の投入エネルギー量や GHG 排出量は，システム製造
図表12　太陽光発電の開発ロードマップ
実現時期（開発完了時期） 2010～2020年 2020年 2030年 2050年
発電コスト（kWh当たり）
家庭用電力並み
（23円）
業務用電力並み
（14円）
事業用電力並み
（7円）
汎用電源として利用
（7円以下）
変換効率（研究レベル） 16％（20％） 20％（25％） 25％（30％） 40％
出所：NEDO
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工程と設置環境での発電量でほぼ決まる。設置地域で
の耐用年数における発電量は日照時間や温度の影響を
受け，緯度や過去の気候のデータや実績から予測す
る。
採鉱から廃棄までのライフサイクル全体の GHG 排
出量を，ライフサイクル全体の発電量で割った値（排
出原単位）は，化石燃料が日本平均690g-CO2/kWh
であるのに対して，太陽光発電は数十 g-CO2/kWh
で，化石燃料の10分の1以下である。日本の一般家庭
の太陽光発電で稼働期間20年の場合，排出原単位は
29-78g-CO2/kWh，稼働期間30年の場合はこの2/3と
試算され，太陽光発電による GHG 排出削減効果はお
よそ660g-CO2/kWh と見積もられる。欧州の結晶シ
リコン太陽電池の排出原単位は25-32g-CO2/kWh で
あるが，さらに15g-CO2/kWh 位まで減少すると見積
もられている。
このほか太陽光発電のエネルギー源としての性能を
比較する際に，設備の製造やそれに必要な原料の採
鉱・精製，保守などに投入されるエネルギーに対して
得られる電力の大きさを示す指標として，ライフサイ
クルアセスメント（LCA）の一環であるエネルギーペ
イバックタイム（EPT）やエネルギー収支比（EPR）
が用いられる。エネルギーペイバックタイム（EPT）
とは，ライフサイクルにおける投入エネルギー量と同
量のエネルギーを発電によって節減できるまでの時間
である。太陽光発電の場合，ライフサイクルにおける
投入エネルギーの殆どが設備の生産エネルギーで，こ
れにメンテナンスや廃棄時のエネルギーが加わる。日
本では EPTは1-3年程度となっているが，今後さらに
性能が高まり短縮が見込まれている。欧米の複数メー
カーを対象とした調査結果では，欧州南部で1.7-2.7
年，欧州中部で2.8-4.6年である。エネルギー収支比
（EPR）とは，生産から廃棄までのライフサイクルに
おける外部から投入されるエネルギーと，発電により
回避されるエネルギー消費の比である。日本における
一般的な値は稼働期間20年で8-14倍，30年で12-21倍
と見積もられる。これは海外における調査結果も同様
である。
稼働時の汚染物質に関しては，ライフサイクルにお
けるカドミウムの放出は主に系統電力の発電に由来
し，その量はライフサイクルの発電量1GWh 当たり
0.3～0.9g 程度である。これは原油火力発電の数十分
の1である。カドミウムテルル（CaTe）5）太陽電池は
毒性物質のカドミウムを用いており，製造工程におけ
る従業員の安全管理には注意が必要であるが，粉砕・
焼却しない限り，通常の使用状態においては漏出しな
い。
リサイクルの効果は，太陽光発電の設備（モジュー
ル，パワーコンディショナー，ケーブル，接続箱な
ど）は金属や半導体，ガラス，プラスチックなどで構
成され，その重量の大部分がリサイクル可能である。
リサイクルにより，原料を調達・精製するよりも使用
エネルギーや GHG 排出量が大幅に削減できる。結晶
シリコン系太陽電池モジュールをパイロットプラント
で処理した実例の解析では，原料を新規に調達して製
造する場合に比較して半分以下のエネルギーとなる。
近年では，将来リサイクルがしやすいように材料段階
から工夫している。欧州では専用のリサイクル機構
（PVCycle）が操業を開始している。日本では，現状
でリサイクルはアルミフレームや銅線など限定的だ
が，環境省では2016年4月1日に将来の太陽光発電設備
の大量廃棄に備えて「太陽光発電設備のリサイクル等
の推進に向けたガイドライン」を公表した（第6章で
詳述）。
4．太陽光発電普及のための市場メカニズム
（1）固定価格買取制度（FIT）
固定価格買取制度（フィードインタリフ制度）
（Feed inTarif f;FIT）とは，エネルギーの買取価格
（タリフ）を法律で定める方式の助成制度である。地
球温暖化対策やエネルギー源の確保，環境汚染への対
処などの一環として，主に再生可能エネルギー（もし
くは新エネルギー）の普及拡大と価格低減の目的で用
いられる。設備導入時に一定期間の助成水準が法的に
保証されるほか，生産コストの変化や技術の発達段階
に応じて助成水準を柔軟に調節できる。適切に運用す
ることにより費用当たりの普及促進効果が最も高くな
る。世界各国で用いられ，再生可能エネルギーの助成
政策として一般的な手法となっている。
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① FITの原理と特徴
地球温暖化対策やエネルギー資源の確保のために，
再生不能エネルギー（枯渇性燃料）への依存度を下げ
て再生可能エネルギーを導入する際，価格的競争力が
大きな障害となる。価格を下げるためには技術開発を
促すと同時に，普及量の増大によって生産コストや流
通コストを低減させる必要がある。FIT は，普及量の
増大のために電気料金に上乗せして得られた資金を用
いて助成する方式である。
FIT の特徴は，個々の発電所に対するエネルギーの
売り渡し価格を設置時点で長期間固定するため，発電
所の設備導入費用の回収の目処が立てやすく，個々の
事業者の投資リスクが低く投資・融資を促進する。一
方，新規導入設備への買取価格は普及量や生産コスト
の推移に伴って定期的に見直して計画的に逓減し，助
成額を減らすことができる。
一般的に普及の初期に導入した事業者ほど高い買取
価格が設定され，普及拡大，技術開発に伴いエネル
ギーの生産コスト（設備価格や運転費）が低減すると
助成額を減少させる。助成に必要な費用は電気料金に
上乗せして全ての電力消費者から電力の利用量に応じ
て徴収するため，政府の予算に左右されず，民間資金
で公共的投資を増やすことができる。一方，価格設定
が普及速度に影響する。過小の場合は普及が進まず，
過大の場合は普及量に対して普及コストが増大し電気
料金を上昇させる。買取価格が過大もしくは過少にな
らないよう，対象となる技術ごとに普及量や生産コス
トの低減状況を把握し定期的に調整する必要がある。
②歴史的経緯
FIT の起こりは，1978年に米国で導入された「公益
事業規制政策法（PublicUtilityRegulatoryPolicies
Act;PURPA）」とされる。PURPA は特にカリフォル
ニア州などで風力発電の立ち上げに貢献した。しかし
現在のような国家レベルの制度としては1990年にドイ
ツが採用し，再生可能エネルギーを大量に普及させる
と同時に生産コストを下げた。ドイツは電力総需要に
対する再生可能エネルギーのシェアを2000年の6.3 %
から2007年末には14 % に倍増し，2014年には約3割に
達した。しかし電力料金の負担の抑制と公平な分担，
および普及に伴い市場に統合する目的で，2014年に大
幅な制度変更を行った。米国カリフォルニア州で行わ
れていた競争入札を取り入れ，市場取引へ段階的に移
行させる計画を立て，2017年より FIT を原則的に廃
止することを決定した。2017年以降は固定価格ではな
く市場価格に近い価格で買い取る。なお，すでに発電
を稼働している施設に関しては，残りの期間は固定価
格での買い取りを続ける。
スペインでは1994年「国家電力市場再編法」（Law
40/1994）（RoyalDecree2366/1994）で再生可能エネ
ルギーの FIT を導入した。1997年「電気事業法」
（ElectricPowerAct54/1997）および1998年勅令（Roy-
alDecree2818/1998）で風力発電などの開発を本格
化させ，2004年勅令（RoyalDecree435/2004）でさ
らに改良を加えた。制度的には複数の助成形態から任
意のものを選べるなど，ドイツの制度とはデザインが
異なる。スペインにおける風力発電は2007年時点で
15GWpを越え，国の電力供給量の9.5 % を占めたが，
太陽熱や太陽光発電は普及が予定よりも進まなかっ
た。そのため2007年勅令（RoyalDecree 661/2007）
で助成を大幅に増やしたほか，一定面積以上の商業施
設に太陽熱温水設備または太陽光発電設備の設置を義
務づけるなどの施策を行った。しかし2008年には太陽
光発電の助成水準が過剰となり，年間導入量は上限の
400MWp を遙かに超えて約3GWp に達したため助成
水準を引き下げた。2013年に巨額の債務を抑制するた
め，既成分も含めて FITを停止した。
③日本の FIT
1970年代のオイルショック以降，日本では再生可能
エネルギーに対する普及促進策として，電力会社によ
る自主的な買い取りや各自治体による助成が用いられ
てきた。これにより太陽光発電では世界一の生産量お
よび市場を有していたが，2005年に補助金が打ち切ら
れてからは他国に抜かれ国内市場も縮小した。このた
め2009年1月に経産省が緊急提言に沿って設備費用の
約1割に相当する補助金を復活させた。また同年2月に
環境省が再生可能エネルギーの導入に伴う費用や経済
効果の試算を発表し，普及政策として FIT の採用を
提案した。このうち太陽光発電については2009年11月
1日から「余剰電力買取制度」が開始された。開始時
の買取価格は48円 /kWh で，エネファームやエコ
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ウィルなどの自家発電装置を他に併設している場合は
39円 /kWh とした。設置後10年間は固定価格で買い
取られるが，その後買取価格は年々引き下げられる。
2011年3月の東日本大震災後，日本政府は自給エネ
ルギーの確保と低酸素社会の実現という政策の下，化
石燃料や原子力に依存し過ぎないエネルギーミックス
を推進した。2011年4月に再生可能エネルギー特別措
置法案，再生可能エネルギー買取法案が国会に提出さ
れ，同年8月に衆参両議院で全会一致で成立し，2012
年7月1日に施行された。環境問題に対する行政機関の
対応では，経済的インセンティブを利用した調整方法
として補助金・助成金，環境優遇税制，環境税，再生
可能エネルギー固定価格買取制度などを実行してい
る。中でも政府が国内温暖化対策の3本柱としている
のが，温暖化対策税（環境税）6），再生可能性エネル
ギーの全量固定価格買取制度，国内排出量取引制度7）
である（図表13参照）。
FIT は対象を太陽光発電以外の再生可能エネルギー
に拡張し，余剰電力買取制から全量買取制に変更して
全国一律の買取価格を設定した（図表14参照）。太陽
光発電の買取価格に関しては専門家と参入事業者との
間で意見が分かれたが，太陽光10kW 以上は税抜40円
/kWh と決定された。制度開始当初の買取価格は新規
参入を促す狙いで高めに設定されたが，一方で高めの
買取価格に対してスペインのようなバブルを生むので
はないかと懸念する意見もあった。買取価格は普及量
の予測に基づき，定期的に見直される。
当初売電収入は市場利回りよりも高く，新規事業者
の参入が相次ぎ太陽光バブルとなった。まず権利だけ
を確保しておいて発電装置の価格下落を待ち，建設を
後回しにするケースが続出した。また副業として参入
する企業も多く，転売する目的で申請するケースも
あった。2015年度末には FIT 対象の施設設置は，産
業用が出力2358万 kW，家庭用が865万 kW に達し
た。FIT 全体では3726万 kW であり，そのうち太陽光
が8割以上を占めた。事業者の乱立の影響もあり競争
は激化し倒産業者も増加し，その後の買取価格の段階
的な引き下げで市場拡大のペースは鈍化した。政府は
再生可能エネルギー導入方針に基づき FIT の抜本的
見直しに着手した。
④日本の FITの見直し
日本の FIT では太陽光発電の買取価格が高く設定
されたこともあり，再生可能エネルギーへの参入は太
陽光発電に集中した。これにより電力各社が買い取り
を拒否する事態となり，制度自体を見直す必要が出て
きた。電力各社は最大電力需要を想定して必要な容量
の送電網を整備しているが，容量オーバーとなると大
規模停電を招くリスクがある。また再生可能エネル
ギーは天候の影響を受けやすく発電量が安定しないた
め，容量比率を拡大すると安定供給に支障が生じる。
しかし高額な買取価格を当て込んだ多数の業者が太陽
光発電に参入したため，発電容量が送電可能容量を超
え，買い取り停止措置を執るに至った。
2013年4月に北海道電力は，売電申請のあった出力
地球温暖化対策税（環境税）
再生可能エネルギーの
全量買取制度（FIT）
国内排出量取引制度
石油石炭ガス税の引き上げ
（2012 年 10 月 1日から 3
段階で実施）
電気の使用量に応じて企業
も家庭も公平に負担する方
向で実施
（2012 年 7月 1日～）
企業の目標上限をどう定め
るかで環境省、経済産業省
の意見が分かれる
図表13　日本政府の国内温暖化対策の3本柱
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2000kW 以上の太陽光発電所計画の4分の1しか発電電
力を受け入れられないと発表し，同年12月に経済産業
省は，沖縄本島における太陽光発電は接続容量の限界
に近い状況であると発表した。2013年中に北海道電力
と沖縄電力は，一定規模以上の太陽光発電の新規受け
入れを制限した。2014年8月に沖縄電力は，再生可能
エネルギーの供給が電力需要を超え発電設備や送電網
に停電などのトラブルを引き起こす恐れがあるとして
新規受入れを中断し，同年9月に九州電力・四国電
力・北海道電力・東北電力の4社が相次いで新規受入
れを中断した。同年10月に経済産業省は，大規模な太
陽光発電の新規認定の一時停止の検討と FIT 見直し
を行った。買取価格は政府の認定を受けた時点の価格
が適用されていたため，太陽光パネルの価格下落を見
越して発電開始を先延ばしして利益を得ようとする
ケースが問題になっていた。これに対し，買取価格の
決定時期を現在の「国の事業認定時」から「事業開始
時」に改め，2014年度からは360日以内に発電を開始
しなければ認定が失効するルールが導入された。
2016年5月成立，2017年4月施行の FIT 法改正で
は，2017年3月31日までに FIT の認定を受けていても
電力会社との接続契約が締結出来ておらず，発電を開
始しない場合には，原則認定が失効することとなっ
た。法改正前に未稼働だった発電所が駆け込み着工す
るケースもあり，大規模太陽光発電所（メガソー
ラー）向けなどを中心に一時的に出荷が増加したが，
実際に合計2800kW の発電計画が失効した。これは稼
働中の産業用太陽光発電所と同水準の出力分であり，
また一般家庭の1割の560万世帯の消費電力分に相当す
る。
また太陽光発電10kW 以上2000kW 未満の買取価格
は，2012年度導入時の40円 /kWh（税抜）から年々下
がり，2017年度は21円 /kWh と5割近くまで下がっ
た。2018年には20円弱とする見通しで，その後数年か
けて10円前後を目指す。また2017年度から2000kW 以
上の大規模な太陽光発電に対し欧米で普及している入
札制度を導入し，さらなる価格低下を促している（図
表15参照）。計画と買取値を競争入札で決めるドイ
ツ，フランス，米国などは5円から10円が相場であ
り，日本の4分の1である。下請けにも安価で質の高い
設備を求めて技術革新を促し，コスト低減が進んでい
る。政府は再生可能エネルギー拡大のために FIT を
導入し太陽光発電の普及は進んできたが，事業者側の
コスト競争力はまだ低く，今後は民間で自律的に市場
を拡大していくよう促す。
FIT の高価な買取価格は消費者の電気代に反映され
る。買取価格は「再エネ発電賦課金」として家庭や企
業の電気代に上乗せされ，最長20年間にわたり消費者
が負担する。2012年に標準家庭で月57円だった賦課金
は，2017年度には686円となり電気料金の1割を占め
太陽光
調達価格
調達期間
10kW以上
42 円
20 年間
10kW未満
42 円
10 年間
10kW未満
（ダブル発電）
34円
10 年間
20kW以上 20kW未満
23.1 円 57.75 円
風力
調達価格
調達期間 20年間 20 年間
1,000kW以上
30,000kW未満
200kW未満
25.2 円 35.7 円
水力
調達価格
調達期間 20年間
200kW以上
1,000kW未満
30.45 円
20 年間 20 年間
15,000kW以上 15,000kW未満
27.3 円 42 円
地熱
調達価格
調達期間 15年間 15 年間
バイオ
マス
調達価格
調達期間
メタン発酵
ガス化発電
40.95 円
20 年間
未利用木材
燃焼発電
33.6 円
20 年間
一般木材等
燃焼発電
25.2 円
20 年間
廃棄物
（木質以外）
燃焼発電
17.85 円
20 年間
リサイクル
木材燃焼発電
13.65 円
20 年間
図表14　再生可能エネルギーの買取価格と期間（1kWh当たり）（税込）〔2012年7月導入時〕
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図表15　2017年度以降の FIT の買取価格と期間（2017年4月1日～2020年3月31日）
出所：経済産業省資源エネルギー庁［2017］6頁
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る。2030年度には月1100円から1200円になる見通しで
ある。2016年度に電力小売り自由化が開始され電気料
金の低下が期待されたが，その効果を打ち消してい
る。
（2）環境債（グリーンボンド）
そのほか市場メカニズムを利用した普及方法として
「環境債（グリーンボンド）」がある。グリーンボンド
とは調達資金の使途を環境対策事業に限定して発行す
る債券で，対象となる事業は，太陽光発電や風力発電
など再生可能エネルギーの導入，廃棄物や水資源の管
理，生物多様性の保全などが含まれる。2007年に欧州
投資銀行が初めての環境債として「ClimateAware-
nessBond（気候を意識した債券）」を発行した。そ
の後，世界銀行やアジア開発銀行などの国際金融機関
が発行し，民間金融機関や事業会社による発行も増加
している。
民間企業では，2015年に三井住友銀行が3メガバン
クで初めて太陽光発電など再生可能エネルギー分野へ
の融資としてグリーンボンドを発行し，社会貢献型の
運用商品への関心が高い投資家の需要を取り込んだ。
2016年に三菱 UFJ フィナンシャル・グループは
「TLAC 債」と呼ばれる資本性の証券を計30億ドル発
行し，そのうち5億ドルをグリーンボンドとした。グ
リーンボンドで集めた資金は太陽熱，太陽光，風力な
どの発電事業に投じる。2017年にはバークレイズ証券
が太陽光発電事業を使途とした環境債を発行した。償
還日は2040年で，その間太陽光発電事業から得られる
収益を元に投資家に元利を支払い，長期で安定した収
入を提供できるようにしている。2017年の世界の発行
額は前年比25％増で初めて1000億ドルを超えた。
国による環境国債の発行も増えてきている。2016年
にポーランドが初めて環境国債を発行し，2017年には
フランスが70億ユーロ（約9000億円）規模を発行し
た。日本でも環境省が促進に取り組んでいるほか，東
京都がグリーンボンド発行に向けたトライアル施策と
して「東京環境サポーター債」100億円を発行し即日
完売した。都が保有する施設のエネルギー使用の合理
化を図るなど各種環境事業に充てる方針である。
2007年に初めてグリーンボンドが発行されてから
2017年6月末までの累計発行額は2110億ドルとなっ
た。環境債の市場は年々拡大し，環境施策の安定した
資金調達の手段として欠かせなくなってきている。環
境対策や再生可能エネルギーの施設建設は長期のプロ
ジェクトが多く，環境債の利回りは相対的に高くなり
やすい。市場の背景には投資家側の環境への投資意欲
の高まりもあり，ESG 投資への運用資金の配分比率
を高める投資家のニーズにも合致している。
環境債の基準として業界が自主的に策定した「グ
リーンボンド原則」が国際的に普及している。そのほ
か中国やインドなど国が独自に定めた基準に従い環境
債を発行するケースもある。日本では環境省が2017年
3月に「グリーンボンドガイドライン2017年版」を策
定した。
5．太陽光発電設備の廃棄
（1）太陽光パネルの耐用年数
太陽光パネルの税制面における法定耐用年数は17年
であるが8），大部分の製品が稼働できると推測される
「期待寿命」やメーカーが性能を保証する「保証期間」
がある。期待寿命は明確に年数が定められているもの
ではなく統一基準もないが，屋外用大型モジュールの
期待寿命は，過去の製品の結果から一般に20年から30
年もしくはそれ以上とされる。ただしモジュールは年
月とともに徐々に性能が低下する。世界各国の2000例
近い各種太陽電池モジュールの経年劣化の調査データ
では，性能低下速度の中央値は0.5 %/ 年，平均値は
0.8 %/ 年と報告されている。
屋外用モジュールの出力保証としての各メーカーの
保証期間は10年から25年と幅がある。経年劣化で発生
する代表的変化としては，セルを固定するエバーフィ
ルム（EVA）9）の樹脂がはがれたり，湿気がモジュー
ル内部に侵入し電極の腐食を起こす例がある。製造企
業の技量不足から比較的早期に性能が低下し交換対象
になる例もある。アモルファスシリコン10）を用いた
モジュールは屋外光で劣化しやすかったが改良や最適
化の対策が取られ，現在では屋外用にも長寿命のもの
が実用化され20年以上の性能を保証する製品もある。
会計で使用される経済的耐用年数は，主に期待寿命に
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基づき20年から30年と見積もられる。
（2）太陽光パネルによる環境汚染
本稿第3章（4）太陽光発電の環境性能で論じたよう
に，太陽光発電は稼働時の発電という観点では環境的
信頼を得ている。しかし太陽光パネル自体は猛毒を含
んでおり，重大な環境汚染を引き起こす恐れがある。
まず製造段階において，パネルの製造には水酸化ナ
トリウムやフッ化水素酸といった腐食剤が使用されて
おり，有害廃棄物による環境汚染が懸念される。また
製造過程で水や電力が消費されるため GHG が排出さ
れる。欧州や米国では，太陽光パネルの製造時の有害
廃棄物の排出削減と適切な廃棄方法を厳しく定めてい
る。ノースウェスタン大学とアルゴンヌ国立研究所の
研究報告によると，中国では石炭火力発電所の多さや
環境基準の低さのため，パネル製造時の CO2排出量は
欧州製パネルの2倍であり，また有害廃棄物の河川流
出による環境汚染が起きている。このように太陽光パ
ネルの製造過程には重大な環境汚染の恐れがある。
また太陽光を遮る太陽光パネルの設置は，周辺の生
態系に影響を与える。パネルに当たった光が近隣に反
射して「まぶしい！！ショック」という公害も起こっ
ている。太陽光パネルの反射光で自宅が照らされ，室
内が猛烈な暑さになり熱中症にかかったという例もあ
る。訴訟になった例では，網戸にして扇風機や送風機
を使用しても8月中の日中の室温は40度を超える日が
半数以上，50度を超える日もあった。午前9時台に
52.2度となった日に夫婦ともに熱中症で倒れた。この
ように隣家の屋根に設置した太陽光パネルの反射光が
家の中に差し込み，日常生活に支障をきたす例もあ
る。屋根に直接穴をあけて太陽光パネルを取り付ける
場合には，ずさんな工事により雨漏りのトラブルが発
生する例もある。自宅にパネルを設置すると，カドミ
ウムなどの毒性物質溶出のリスクがある。火災になっ
た際には有毒の煙が発生し周辺住民や近隣の田畑にも
害が及ぶ。
2016年の熊本地震後，被災地では損壊した家屋に取
り付けられた太陽光パネルが問題となった。太陽光パ
ネルは震災で破損しても光が当たれば発電し，漏電や
感電の恐れがある。雨で含有物が流出したら土壌汚染
につながる。また台風でパネルが強風にあおられ，飛
散被害が出た例もある。災害時の問題が改めて浮き彫
りになった。
（3）太陽光発電施設の除去による環境問題
太陽光発電施設による環境汚染で最も重大なものは
廃棄物である。耐用年数を迎えたり，災害により使用
不能になった太陽光パネルは廃棄物として処分され
る。かつて太陽光パネルにはガリウムヒ素が使用され
ていたがヒ素の毒性が問題となり，近年では銀やシリ
コン系，カドミウムテルル系に変わってきているが，
これらも毒性が強い。鉛やセレンなどの有害物質を含
んでいるパネルもある。太陽光パネルの経済的耐用年
数は一般に20年から30年と見積もられるが，今後耐用
年数を迎える大量のパネルは環境汚染を引き起こす恐
れがあり産業廃棄物11）となる。土には還らない。
ここまでみてきたように，2011年の福島第1原子力
発電所の事故によりエネルギー政策の見直しが行わ
れ，2012年に FIT が導入された。導入当初は普及促
進のために買取価格が高めに設定され，それまでは住
宅用の小型の太陽光パネルが中心であったのに対し，
メガソーラーなど産業用の大型の太陽光パネルが急激
に製造され太陽光バブルとも言われた。しかし FIT
の買取期間は住宅用10年，産業用20年であり，さらに
太陽光パネルの耐用年数も到来し，今後大量の廃棄物
が発生する。特に産業用の買取期間が終了する20年後
の2032年以降に深刻な廃棄物問題が起こるであろう。
環境省の試算では，設備の大半を占める太陽電池モ
ジュールの排出量は2020年に約3千トン，2030年に約3
万トン，2032年以降には年間約80万トンに達する（図
表16参照）。国全体の産業廃棄物の排出量は4億トン前
後なので，その0.2％程度に相当する。使用済み太陽
光パネルを感電防止策を取らずに放置したり，有害物
質の含有に関する情報が産業廃棄物業者に提供されな
いまま遮水設備のない場所に埋め立てられる事例もあ
る。またパネルメーカーが産業廃棄物業者に含有物質
の情報開示を拒んだケースもある。廃棄物削減のため
にリサイクルは重要であるが，太陽光パネルの構造は
ガラス，アルミ，セル，EVA といった複合構造であ
るためリサイクルに困難が伴う。したがって設置時
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に，テレビ，洗濯機，冷蔵庫と同様にリサイクル料金
を徴収する必要があるが，これまで再生可能エネル
ギーの推進に重点が置かれ見逃されていた。リサイク
ルが制限されることで，これらの金属が廃棄処分とな
り，今後耐用年数を迎えるに従い不法投棄が増加する
恐れがある。これまで太陽光パネルの無防備な設置に
より自然環境破壊が深刻化する例が出ているが，今後
は産業廃棄物となった太陽光パネルによる自然破壊が
深刻化する可能性がある。早急な法の整備とそれに伴
う会計的対応が求められる。
そこで環境省では2013年度から有識者や関係事業者
等で構成される検討会において，太陽光発電設備等の
リユース・リサイクル・適正処分の推進に向けた検討
を行ってきた。2014年度にその結果をロードマップと
してとりまとめ，その施策の一環として，2016年4月1
日に「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けた
ガイドライン（第一版）」（以下，ガイドライン）を公
表した。次章では本ガイドラインについて検証してい
く。
6．環境省ガイドライン
使用済太陽光発電設備の廃棄に関しては，現在は他
の廃棄物と同様に廃棄物処理法に基づいて処理されて
いるが，将来的に使用済太陽光発電設備の廃棄が大量
に発生し，重大な環境汚染が起こる恐れがある。図表
17は太陽光発電設備の処分において関連の高い法律で
ある。太陽光発電設備の所有者や関連事業者等，多く
の関係者が適正なリサイクルを推進するとともに，使
用済太陽光発電設備の既存の法制度を整備する必要が
ある。
本ガイドラインは，太陽光発電設備の所有者，排出
業者，使用済太陽光発電設備の撤去事業者・排出事業
者，収集運搬業者，リユース関連事業者，リサイク
ル・処分業者等の関係者が設備の撤去・運搬・処分を
行う際に使用される。これら関係者の分類と定義を示
したものが図表18である。
（1）使用済太陽光発電設備のリユース・リサイク
ル・適正処分
循環型社会形成推進基本法において，廃棄物等の処
理の優先順位を，①発生抑制（リデュース），②再使
用（リユース），③再生利用（リサイクル），④熱回
収，⑤適正処分と定めている。そのため，使用済太陽
光発電設備においても同様の優先順位で取扱うことが
望まれる。太陽光発電設備の導入量は年々増加してい
るが，出来るだけリユースすることで発生抑制（リ
デュース）につながり，リユースできないものは出来
図表16　太陽電池モジュール排出見込量（寿命20，25，30年）
出所：環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室［2016］12頁
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るだけリサイクルすることが求められる。また使用済
太陽光発電設備も日光が当たると発電するという特性
を踏まえて，速やかに発電が行われないような措置を
取る必要がある。太陽電池モジュールの撤去の基本的
な流れは，図表19のとおりである。
（2）使用済太陽光発電設備の廃棄物としての取扱い
太陽光発電設備等の撤去から処分までのフローに
は，図表20のような4つのルートがある。現状では，
1）太陽光発電設備メーカーから排出されるルートに
ついては，太陽光発電設備メーカーの手元で一定量が
図表17　太陽光発電設備の処分に関連する法律の正式名称と略称
正式名称 略称
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 廃棄物処理法
電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法 再生可能エネルギー特別措置法
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 建設リサイクル法
出所：環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室［2016］3頁
図表18　本ガイドラインにおける関係者の分類と定義
関係者の分類 具体的な関係者の例・本ガイドラインでの定義
所有者 消費者 太陽光発電設備を所有する一般消費者。太陽光発電設備を撤去する場
合，撤去の発注者となる。
排出事業者 太陽光発電事業者 太陽光発電設備を所有し，発電を行う事業者。太陽光発電設備を廃棄す
る場合，排出事業者となる。
太陽光発電設備メーカー 太陽光発電設備の製造事業者。太陽光発電設備を廃棄する場合，排出事
業者となる。
リユース業者 中古の太陽光発電設備を入手し整備・検査の上自らの責任で再使用可と
判断したものを販売する事業者。太陽光発電設
リース・レンタル業者 太陽光発電設備のリース・レンタルを行う事業者。太陽光発電設備を廃
棄する場合，排出事業者となる。
保険業者 太陽光発電設備の損害等への補償を行う事業者。太陽光発電設備を廃棄
する場合，排出事業者となる。
撤去事業者・排出事業者 施工業者 太陽光発電設備の設置工事等を行う事業者。取り外しを行った場合，当
該事業者が元請業者であれば，太陽光発電設備の排出事業者となる。
建設業者（ゼネコン・建
物解体業者）
太陽光発電設備の設置工事・解体工事等を行う事業者。取り外しを行っ
た場合，当該事業者が元請業者であれば，太陽光発電設備の排出事業者
となる。
撤去事業者・排出事業者 ハウスメーカー 太陽光発電事業者住宅の製造事業者。取り外しを行った場合，当該事業
者が元請業者であれば，太陽光発電設備の排出事業者となる。
収集運搬業者 太陽光発電設備の収集，運搬を行う業者。
リユース関連事業者 リユース業者 中古の太陽光発電設備を入手し整備・検査の上自らの責任で再使用可と
判断したものを販売する事業者。
リサイクル・処分業者 廃棄物処理業者 太陽光発電設備の処理・リサイクルを行う業者。
スクラップ業者 太陽光発電設備の処理・リサイクルを行う業者（廃棄物処理業者でない
もの）。
市町村 消費者が自ら太陽光発電設備を撤去した場合，当該設備の処理を行う市
町村
出所：環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室［2016］2-3頁
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まとまるまで保管することで効率的な運搬・処分が可
能となる。一方，2）建設業者（ゼネコン・建物解体
業者）から建物解体等に伴い排出されるルートおよび
3）施工業者等から排出されるルートは，現時点では
排出量が少ないため，その他の排出物と一緒に従来の
産業廃棄物処理の流れの中で処分されている。現在の
ところ問題は顕在化していないが，将来的に耐用年数
到来に伴い排出量が増大することが予想され，独自の
排出ルートを確立する必要がある。使用済太陽光発電
設備は，1）～4）のいずれかのルートで排出される場
合，原則として産業廃棄物として取り扱われ，産業廃
棄物処理法を遵守しなければならない。
ここで重要なことは，太陽光発電設備の所有者，発
電事業者にとって，太陽光発電設備を産業廃棄物とし
て法律に則って適正に処分することが法的義務である
ということである。単に適切な排出事業者ならびに撤
去事業者に委託すれば所有者および発電事業者の義務
が遂行されるものではない。ガイドラインでは，太陽
光発電の所有者，発電事業者に対して，「将来に向け
た事業計画において，事業終了時の廃棄費用を見込ん
でおくことが重要」と述べている。また「特に，FIT
を利用している場合，住宅用を除き，買取価格には廃
棄費用が5％程度含まれている。そのため，非住居用
太陽光発電事業者は，太陽光発電設備の廃棄を行う際
図表19　太陽電池モジュールの一般的な撤去の流れ
撤去作業の流れ 内容
作業周囲における環境の確認 ・作業時における危険個所を確認
・十分な広さの作業場所を確保
・住宅や建物に設置されている太陽光発電設備を撤去する場合に
は，適切な足場，養生シート，親綱，安全帯，保護帽，安全靴等
の設置・使用によって，屋根からの転落を防止
電力系統の遮断 ・パワーコンディショナーへの回路を遮断する
・集電箱のブレーカーを切る
・接続箱の解列（電力系統からの切り離し）を行う
・テスタ・絶縁抵抗計にて，入力端子，出力端子の電圧・電流・絶
縁抵抗を確認する
太陽電池モジュールの取り外し ・検電器やテスタ等にて，枠・架台や金属製金具等，作業者が触る
可能性のある金属部位に電圧がかかっていないことを確認
・ケーブルの取り外し等の作業においては，絶縁手袋・ゴム長靴の
着用や太陽電池モジュールを遮光シートなどで覆う等して，感電
を防止する
・太陽電池モジュールの固定用金具の取り外しにおいては，セル面
には脚や手を掛けないようにすることで，セル面の破損や，転落
などによるけがを防止
出所：環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室［2016］17頁
図表20　太陽光発電設備のリユース・リサイクル・適正処分ルート
ルート 概要
1）太陽光発電設備メーカールート 太陽光発電設備メーカーから排出される不良品等。
2）建設業者（ゼネコン・建物解体
業者）ルート
建物解体等に伴い，建設業者（ゼネコン・建物解体業者）が排出
3）施工業者ルート 施工不良，製品不良等の理由による撤去に伴い，施工業者が排出
4）リユース業者ルート リユース業者が所有者から買い取った太陽光発電設備を，その後の
リユースが出来なかった場合に排出
出所：環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室［2016］14頁
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には，廃棄費用の原資を既に得ていることに留意すべ
き」と強調している。
また排出事業者に対しては，「使用済太陽電池モ
ジュールは，鉛などの有害物質を含むことがあるた
め，不適切な処理が行われないよう，廃棄物データ
シート（WDS）12）を用いて情報提供を行うことが有
効」と指摘している。撤去事業者に対しては，「一般
に太陽光発電設備については，建築基準法における工
作物に該当し，一方で，太陽電池モジュールは建築物
と一体的に撤去されることが想定されるため，撤去工
事においては，建設業法及び建設リサイクル法に基づ
いて手続き等を進める必要がある」と記載している。
建設リサイクル法では，特定建設資材（コンクリート
（太陽電池モジュールの基礎，プレキャスト板等を含
む），アスファルト・コンクリート，木材）を用いた
建築物等に係る解体工事またはその施工に特定建設資
材を使用する新築工事等であって一定規模以上の建設
工事（対象建設工事）について，発注者および建設業
者に対し，分別解体等および再資源化等を行うことを
義務付けている。
ここまで見てきたように，太陽光発電設備は産業廃
棄物であり，廃棄の際は法律に則り適切に処分しなけ
ればならない。したがって太陽光発電施設を取得・建
設・開発した所有者，発電業者は廃棄に対して法的義
務を負っており，会計的には資産除去債務の対象とな
る。そこで次に，太陽光発電施設の除去債務について
会計的アプローチにより考察する。
7．太陽光発電施設の除去債務の会計
太陽光発電施設の経済的耐用年数は20年から30年と
見積もられる。耐用年数の終了および FIT の買取期
間の終了が到来すると，急激に太陽光発電設備の処理
問題が起こることが予想される。これに対して危機感
を持ち，前章で見てきたように環境省では2016年にガ
イドラインを策定し，適正な処理を推進している。こ
れまで太陽光発電は稼働時の環境負荷の低減という一
方向からの利点により開発が進められてきたが，廃棄
時の環境汚染ならびにコストについては蔑ろにされて
きた。
（1）太陽光発電設備の廃棄に対する法的義務
ガイドラインによると，まずリユース，リサイクル
によって，廃棄物の発生量を抑制することが重要であ
るが，太陽光パネルの構造は複合化合物であるため，
リサイクルにも困難が伴う。したがって耐用年数到来
時には多額の除去コストが見積もられ，一般住宅用の
太陽光発電設備に関しては，家電リサイクル法と同様
にリサイクル費用を徴収する必要がある。その上で排
出事業者に撤去を依頼し，産業廃棄物として廃棄物処
理法に則り処理する必要がある。事業用の太陽光発電
設備に関しても，太陽光発電施設の所有者および発電
事業者から排出される使用済太陽光発電設備や，生産
工程で排出される不良品や製品等でメーカーに返送さ
れる不用品は産業廃棄物となり，廃棄物処理法に基づ
いて適切に処理しなければならない。
廃棄物処理法において，産業廃棄物の処理は排出業
者自ら，もしくは排出業者から委託を受けた産業廃棄
処分業者が行う。産業廃棄物の処理の委託をする場合
には，必要な許可を取得した事業者に委託することが
義務付けられている。産業廃棄物の保管，収集運搬，
処分において，産業廃棄物処理基準に従う義務がある
（廃棄物処理法第12条第1項）。
廃棄物となった使用済太陽光発電設備の処分は，そ
の他関係法令基準を満たして実施する必要がある。使
用済太陽光発電設備の撤去により発電を停止する場合
には，再生可能エネルギー特別措置法，電気事業法等
により各種届出が必要となる（再生可能エネルギー特
別措置法施行規則第11条の1「認定を受けた者は，認
定発電設備を廃止したときは，様式第六による届出書
により，その旨を速やかに経済産業大臣に届け出なけ
ればならない」）。排出事業者は，委託する産業廃棄物
の適正な処理のために，性状や取り扱う際の注意事項
等の必要な情報を処理業者へ提供しなければならな
い。リサイクル・処分業者は，使用済太陽電池モ
ジュール等は鉛などの有害物質を含むことがあるた
め，その物の性状等に応じて適切に処分する必要があ
る。
国土交通省建設リサイクル法では，解体工事の定
義，および解体工事業者登録の必要な解体工事につい
て規定している。解体工事の定義は，①建築物のう
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ち，建築基準法施行令第1条第3号に定める構造耐力上
主要な部分の全部又は一部を取り壊す工事，および②
建築物以外の工作物の全部又は一部を取り壊す工事，
と規定している。解体工事業者登録が必要な解体工事
については，①解体工事のうち，建築物を除却するた
めに行うものである（建築物本体は床面積の減少する
もの，その他のものについてはこれに準じた取扱いと
する）。ただし，主たる他の工事の実施に伴う附帯工
事として解体工事を行う場合は，登録は必要ない，②
解体工事のうち，建築物以外の工作物を除却するため
に行うものである。ただし，主たる他の工事の実施に
伴う附帯工事として解体工事を行う場合は，登録は必
要ない，と規定している13）。なお，太陽光発電設備は
環境省が通知している建設廃棄物処理指針の対象とな
る。建設廃棄物処理指針においては，排出事業者は建
設廃棄物の発生抑制，再生利用等による減量化に努め
なくてはならない旨が記載されている。
（2）太陽光発電施設に対する「資産除去債務に関す
る会計基準」適用の必要性
廃棄物資源循環学会物質フロー研究部会において，
標準分析法をベースとして太陽電池モジュールの含有
量試験を実施したところ，鉛，銅，すず，銀といった
物質が含まれていることが判明した（図表21参照）。
有害性の観点から注意が必要な物質溶出について，太
陽電池モジュールを対象とした公定試験法や基準等は
存在しないため，金属等を含む産業廃棄物に係る判定
基準を定める省令に基づき定められている方法および
基準（環境庁告示第13号試験及び燃えがら・ばいじ
ん・鉱さい・汚泥等についての廃棄物処理法による特
図表21　含有量試験結果
出所：環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室［2016］50頁
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別管理産業廃棄物の判定基準）に準じて太陽電池モ
ジュールの破砕片の溶出試験を実施したところ，結晶
系のモジュールの一部（63検体中6検体）において鉛
が燃えがら等についての基準値（0.3mg/L）を上回る
結果となった。同様に，化合物系モジュールの一部
（9検体中6検体）においてセレンが燃えがら等につい
ての基準値（0.3mg/L）を上回る結果となった14）。
このように太陽光発電設備における有害物質の含有
結果が示され，また前項でみてきたようにその廃棄は
事業者にとって法的義務である。つまり事業用の太陽
光発電設備に関しては，産業廃棄物として廃棄物処理
法に則り処分する必要があり，使用済太陽光発電設備
の撤去により発電を停止する場合には，再生可能エネ
ルギー特別措置法に則り届け出を行わなければなら
ず，太陽光発電施設の解体・撤去の際には建設リサイ
クル法の規定に従わなければならない。したがって太
陽光発電施設の除去は，企業会計基準第18号「資産除
去債務に関する会計基準」の適用対象である。また環
境省が2014年度に実施した太陽電池モジュールの撤
去・運搬・処理に関する費用対効果分析によると，設
定した全てのケースで太陽電池モジュールの撤去・運
搬・処理の費用が便益を上回る結果となった。以上よ
り，企業会計において太陽光発電施設の除去債務およ
び除去費用を適切に会計処理する必要性を見出す。
（3）太陽光発電施設の除去債務の会計処理
太陽光発電施設を除去する際は環境汚染を発生させ
る可能性があるため，法に則り適切に処分する必要が
ある。ここで除去とは，有形固定資産を用役提供から
除外することであり，具体的な様態としては，売却，
廃棄，リサイクルその他の方法による処分が含まれる
が，転用や用途変更は使用を継続するものであり含ま
れない。また当該有形固定資産が遊休状態になる場合
は除去に該当しない。この除去に際して発生するコス
トは太陽光発電施設稼働の前提となる不可避で必然的
に発生するコストであり，資産除去債務の対象とな
る。したがって太陽光発電施設の取得・建設・開発
時，または通常の使用時を債務発生時と考え，耐用年
数終了時の除去債務の公正価値を見積もり，その全額
を負債計上するとともに，同額を太陽光発電施設の取
得原価に加算する（資産負債両建計上）。
資産除去債務の算定は，有形固定資産の除去に要す
る将来キャッシュフローを現在価値に割引いた金額と
する。このときの将来キャッシュフローの見積りは，
生起する可能性の高い単一の金額，または生起し得る
複数の将来キャッシュフローをそれぞれの発生確率で
加重平均した期待キャッシュフローとする。これらの
見積り金額に，インフレ率や見積り値から乖離するリ
スクを勘案する。また合理的で説明可能な仮定および
予測に基づき，技術革新などによる影響額を見積もる
ことができる場合には，これを反映させる。見積り値
から乖離するリスクはすでに将来キャッシュフローの
見積りに反映されているため，割引率は将来キャッ
シュフローが発生すると予想される時点までの期間の
貨幣の時間価値を反映した無リスクの税引前利率とす
る。信用リスクを反映させた割引率を用いるよりも，
退職給付債務と同様に無リスク利率を用いることが，
現在の日本の会計基準全体との整合性において有効で
ある。この場合には，原則として将来キャッシュフ
ローが発生するまでの期間に対応した利付国債の流通
利回りなどを参考に割引率を決定する。なお割引前将
来キャッシュフローが税引前の数値であることに対応
させて，割引率も税引前の数値を用いる。
下記仕訳は太陽光発電施設の除去債務の会計処理を
考察するためだけに示したものであり，金額は合理的
計算に基づいたものではなくすべて架空のものであ
る。
太陽光発電施設の稼働時，通常20年の買取期間にわ
たって，FIT の買取価格に応じた売電収入が入る
〔例．売電量○○ kWh ×（21円 + 税）〕。太陽光発電
が本業の場合には売上（売電収入）となり，本業以外
の場合には営業外費用（雑収入）となる。太陽光発電
施設の帳簿価額に加算され資産計上された資産除去費
太陽光発電施設取得時：
（借）太陽光発電施設※ 10,000,000 （貸）未払金 8,000,000
資産除去負債 2,000,000
※ここでは「太陽光発電施設」という勘定科目を使用してい
るが，実際には設置状況に応じて「機械装置」「器具備品」
「建物付属設備」などが使用される。
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用は，当該施設の減価償却を通じて耐用年数にわたり
費用配分される。またリースなどによる土地の原状回
復費用がある場合にも，当該土地に建てられている太
陽光発電施設の減価償却を通じて各期に費用配分され
る。実際には売電総収入から必要経費として減価償却
費，メンテナンス費，固定資産税，発電設備に係る借
入金利息等を差し引き相殺される。日本では，太陽光
発電施設の耐用年数は税務会計と整合性を持たせて，
法定耐用年数の17年を使用するケースが多いが，ここ
では企業会計の原則である経済的耐用年数を適用し20
年程度を想定している。また現在価値に割り引かれた
除去負債には毎期アクリーションが発生する。
太陽光発電施設の耐用年数終了時，太陽光発電施設
は実際に法に則り適切に除去される。除去により発生
する支払金額と，資産除去負債の耐用年数終了時の簿
価との差額は資産除去債務清算損益として認識され
る。
以上のように太陽光発電施設は取得時に，耐用年数
終了時の除去費用を資産除去債務として全額負債計上
する必要がある。つまり取得時に，除去時に発生する
環境汚染に対して法に則り安全に処理しなければなら
ない債務を負っている。このような除去債務は太陽光
発電施設の正常な稼働に起因し，当初取得時点で予測
可能である。したがって支払時期および方法が確定
し，将来キャッシュフローが測定可能であるならば取
得時に全額負債計上すると同時に，除去費用を太陽光
発電施設の簿価の一部として全額資産計上する。また
取得時以降も太陽光発電施設の稼働に伴い除去に際し
ての債務が新たに発生することも考えられ，追加債務
は各期において資産・負債の増額として認識する。
8．おわりに
本稿では地球温暖化問題をエネルギーの観点で捉
え，再生可能エネルギーの中でも太陽光発電にフォー
カスし，その現状ならびに普及のための施策等を概観
した上で，廃棄処分に重要な問題があることを見出
し，会計的アプローチにより問題解決を試みてきた。
太陽光発電はこれまで普及・推進に重点が置かれ，
廃棄・処分の整備が行われてこなかった。今後設置の
際には，リサイクルおよび廃棄について事前に十分認
知した上で行い，さらにそれに付随する重要な会計問
題として，太陽光発電施設の除去債務を適切に認識し
計上・開示していく必要がある。
環境省では2016年4月に太陽光発電設備のリユー
ス・リサイクル・適正処分に向けてガイドラインを公
表したが，廃棄業者にとっては不明瞭で非実用的な部
分があるとの指摘もある。そこでさらに有害物質を簡
単に確認できる仕組みや，適切な埋め立て方法を明示
し，2030年代半ば以降の大量廃棄に向けて，早急に回
収・リサイクル，ならびに廃棄の法整備を進める必要
がある。
国の政策として，また国際的にも今後ますます再生
可能エネルギーの開発と，火力発電からのシフトが進
められていくであろう。しかし近視眼的に GHG の排
出削減という一側面のみを考えて推進するのではな
く，太陽光発電施設全体のライフサイクルを考え，特
に廃棄時における環境負荷およびコストを見積もり，
法整備ならびに適切な会計的対応をしていかなければ
ならない。現在のみならず中長期的な視点で環境問
題・エネルギー問題への戦略を考え，持続可能な開発
に向けた実効性のある政策を推進していくことが重要
太陽光発電施設稼働時：
（借）現金（FTIに
よる売電収入）
600,000 （貸）売上（また
は雑益）
600,000
減価償却費 500,000 減価償却累計額 500,000
アクリーション 30,000 資産除去負債 30,000
＊耐用年数20年，FIT 買取期間20年とすると，その期間上記
仕訳がなされる。アクリーションは年々わずかずつ増加す
る。ただし割引率を設定していないので架空の数値である。
太陽光発電施設除去時：
（借）減価償却累
計額
10,000,000 （貸）太陽光発
電施設
10,000,000
資産除去負債 3,000,000 現金 3,000,000
（資産除去債務清算損益）
＊上記仕訳例では，支払金額と資産除去負債額とが同額であ
るが，支出金額が過少であれば資産除去債務清算益，過大で
あれば資産除去債務清算損が発生する。
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である。そのために有効な会計的アプローチによる解
決を図っていきたい。
注
1）地球温暖化の原因物質の呼び方としては，「温室効果ガス」
「温暖化ガス」「GHG」〔いずれも，二酸化炭素（CO2），メタ
ン（CH4），一酸化二窒素（N2O），ハイドロフルオロカーボ
ン（HFCs），パーフルオロカーボン（PFCs），六ふっ化硫黄
（CF6）の6物質を対象とする〕，または代表物質である
「CO2」と簡便的に表すことがあるが，以降本稿では「GHG」
と書き表すこととする。
2）ただし離脱が可能になるのは2016年11月の発効から4年後の
2020年11月となる。米国が離脱を表明しても効力を保つが，
世界第2位の排出国である米国が抜けることで，国際協調を
前提とする協定の実効性が揺らぐ可能性がある。オバマ大統
領は途上国の温暖化対策に対する資金支援を国際公約に掲
げ，国連が設けた基金全体のほぼ3割に相当する総額30億ド
ルの拠出を表明した。しかしトランプ政権はこれを打ち切る
方針であり，資金支援が減少すれば途上国の対策が滞る懸念
がある。しかしその後，米国内で離脱回避を模索する動きが
ある。
3）サンシャイン計画は，1973年の第1次オイルショックを契機
に，エネルギー問題とそれに付随する環境問題の抜本的な解
決を目指して，1974年に工業技術院によって計画された。
1993年からはムーンライト計画（地球環境技術開発計画）と
地球環境技術開発計画を統合したニューサンシャイン計画が
行われ，環境保全，経済成長，エネルギー需給安定対策のた
めの新エネルギー，省エネルギー技術，環境対策技術推進が
計画された。サンライズ計画は東日本大震災後，2011年5月
20日に菅直人総理大臣が打ち出したエネルギー政策である。
4）CIS太陽電池は，主成分に銅（Copper），インジウム（Indi-
um），セレン（Selenium）を使用している。
5）カドミウムとテルルから成る結晶性の無機化合物である。
太陽電池や赤外光学窓の材料として用いられる。
6）課税対象は，石油，石炭，ガス（LNG/LPG）で，これまで
の石油石炭税に加えて環境税として2012年，2014年，2016年
の3段階で課税された。最終的に各エネルギーが289円 /CO2t
となるように課税された。
7）制度的問題，環境的問題が多く残り，これまでのところ強
制力のある排出量取引は，東京都（2010年度～2014年度），
埼玉県（2011年度～2014年度）といった行政単位でしか実施
されていない。
8）耐用年数省令別表第2「31電気業用設備」の「その他の設
備」の「主として金属製のもの」は17年，同別表第2「23輸
送用機械器具製造業用設備」は9年である。
9）EVA はエチレン酢酸ビニル共重合樹脂で太陽電池の性能を
左右する。
10）ケイ素を主体とする非晶質半導体である。結晶シリコンと
比較してエネルギーギャップが大きく吸光係数が高く製膜が
容易という特徴を持ち，太陽電池や薄膜トランジスタなどに
応用される。
11）廃棄物の処理及び清掃に関する法律では，次に掲げるもの
を産業廃棄物という。1．事業活動に伴って生じた廃棄物の
うち，燃え殻，汚泥，廃油，廃酸，廃アルカリ，廃プラス
チック類その他政令で定める廃棄物。2．輸入された廃棄物
（船舶及び航空機の航行に伴い生ずる廃棄物（政令で定める
ものに限る）並びに本邦に入国する者が携帯する廃棄物（政
令で定めるものに限る）。
12）環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部［2013］『廃棄
物情報の提供に関するガイドライン―WDSガイドライン―
（WasteDataSheetガイドライン）（第2版）』
13）出典：国土交通省建設リサイクル法質疑応答集 http ://
www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/recyclehou/qan-
da/（2017年9月10日）
14）環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイク
ル推進室［2016］50頁
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